
平成29年度　健全化判断比率の状況 2013/8/26 17:00

①実質赤字比率・②連結実質赤字比率
各年度の各会計決算及び地方財政状況調査・地方公営企業決算状況調査の数値を元に算出

項　目 平成27年度 分母比（％） 平成28年度 分母比（％） 平成29年度 分母比（％） 左の内訳等

実質収支額、資金不足・剰余額 （千円） （千円） （千円）

一般会計の実質収支額 64,974 1.7 119,697 3.2 145,360 3.9

一般会計 64,974 1.7 119,697 3.2 145,360 3.9

実質赤字額　Ａ 0 0.0 0 0.0 0 0.0 ※　実質収支額が黒字の場合は０

189,258 5.0 259,878 7.0 224,320 6.0

国民健康保険事業特別会計 122,371 3.2 153,161 4.1 148,461 4.0

介護保険事業特別会計 58,703 1.6 95,480 2.6 68,328 1.8

後期高齢者医療保険事業特別会計 8,184 0.2 11,237 0.3 7,531 0.2

公営企業会計の資金不足・剰余額 385,721 10.2 439,428 11.8 468,644 12.5

水道事業会計 382,631 10.2 429,107 11.5 454,896 12.1

下水道事業特別会計 3,090 0.1 10,321 0.3 13,748 0.4

実質収支額、資金不足・剰余額の計 639,953 17.0 819,003 22.0 838,324 22.4

連結実質赤字額　Ｂ 0 0.0 0 0.0 0 0.0 ※　実質収支額等の計が黒字の場合は０

標準財政規模　Ｃ 3,768,665 100.0 3,730,165 100.0 3,747,734 100.0 ※　臨時財政対策債発行可能額を含む

①実質赤字比率：Ａ/Ｃ - - - （％）

②連結実質赤字比率：Ｂ/Ｃ - - - （％）

平成29年度（千円、％）平成28年度（千円、％）

公営企業会計以外の特別会計の実
質収支額

平成27年度（千円、％）
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③実質公債費比率
各年度の各会計決算及び地方財政状況調査・地方公営企業決算状況調査（関連事務組合等分を含む）の数値を元に算出

項　目 平成27年度（千円） 平成28年度（千円） 平成29年度（千円） 前年度比 左の内訳等 平成27年度 平成28年度 平成29年度

公債費等決算額 A 622,874 635,088 675,853 40,765

公債費充当一般財源等額 484,781 492,034 496,335 4,301 （千円） （千円） （千円）

一般会計 484,781 492,034 496,335

72,112 71,988 62,877 ▲ 9,111
水道事業会計 1,187 1,848 383

下水道事業特別会計 70,925 70,140 62,494

64,138 42,663 34,783 ▲ 7,880
乙訓環境衛生組合 39,597 22,199 15,119

乙訓消防組合 24,541 20,464 19,664

乙訓福祉施設事務組合 0 0 0

1,843 28,403 81,858 53,455
土地開発公社による用地取得に係るもの 1,112 27,658 80,977

社会福祉法人に対する元利償還金補助 731 745 881

一時借入金の利子 0 0 0 0 一時借入金利子

標準財政規模　B 3,768,665 3,730,165 3,747,734 17,569 ※　臨時財政対策債発行可能額を含む

標準税収入額等 2,933,928 2,827,564 2,768,797 ▲ 58,767

普通交付税額 528,991 593,042 630,655 37,613

臨時財政対策債発行可能額 305,746 309,559 348,282 38,723

基準財政需要額算入額　C 421,941 429,257 425,805 ▲ 3,452 ※　国が普通交付税で措置した額

災害復旧費等に係る基準財政需要額 387,419 395,375 394,347 ▲ 1,028

実質公債費比率（単年度）

分子（＝公債費等決算額（A）－基準財政需要額算入額（C）） 200,933 205,831 250,048 44,217 ※　公債費等決算額から、交付税措置分を除いた額

分母（＝標準財政規模（B）－基準財政需要額算入額（C）） 3,346,724 3,300,908 3,321,929 21,021 ※　標準財政規模から、交付税措置分を除いた額

実質公債費比率（単年度） 6.00387 6.23559 7.52719 1.29161 （％）

③実質公債費比率（３カ年平均） 7.1 5.8 6.5 0.7 （％）

34,522 33,882 ▲ 2,424

※　都市計画税充当額を控除（大山崎町は該当なし）

31,458

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の
財源に充てたと認められる繰入金

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められ
る補助金又は負担金

一部事務組合の元利償還金に対して負担した額（決算統計45表
と一致）

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費
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④将来負担比率
各年度の各会計決算及び地方財政状況調査・地方公営企業決算状況調査（関連事務組合等分を含む）の数値を元に算出

項　目 平成27年度 分母比 平成28年度 分母比 平成29年度 分母比 対前年度 左の内訳等

将来負担額 （千円） （％） （千円） （％） （千円） （％） （千円）

地方債の現在高 5,212,875 155.8 5,359,614 162.4 6,084,803 183.2 725,189
一般会計 5,212,875 159.8 5,359,614 162.4 6,084,803 183.2

114,681 3.4 91,235 2.8 9,795 0.3 ▲ 81,440
土地開発公社による用地取得に係るもの 106,750 3.3 80,200 2.4 0 0.0

社会福祉法人に対する元利償還金補助 7,931 0.2 11,035 0.3 9,795 0.3

公営企業債等繰入見込額 544,263 16.3 609,827 18.5 870,161 26.2 260,334
水道事業会計（29残高945,441千円のうち） 32,506 1.0 30,768 1.0 31,199 1.0

下水道事業会計（29残高1,839,831千円のうち） 511,757 15.3 579,059 15.3 838,962 15.3

組合等負担等見込額 381,771 11.4 468,977 14.2 564,161 17.0 95,184
乙訓環境衛生組合（29残高4,326,755千円のうち） 257,264 7.9 350,054 10.6 444,790 13.4

乙訓福祉施設事務組合（29残高0千円） - - - - - -

乙訓消防組合（29残高1,161,193千円のうち） 124,507 3.8 118,923 3.6 119,371 3.6

退職手当負担見込額 1,198,533 35.8 1,168,636 35.4 1,090,379 32.8 ▲ 78,257

一般会計（29一般職115名） 785,262 24.1 710,780 21.5 710,820 21.4

一般会計（29特別職 　3名） 12,440 0.4 22,227 0.7 26,296 0.8

京都府市町村職員退職手当組合における
留保額のうち大山崎町分

400,831 12.3 435,629 13.2 353,263 10.6

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0
乙訓土地開発公社 0 0.0 0 0.0 0 0.0

（参考：負債合計） 757,577 23.2 799,012 24.2 407,461 12.3

（参考：資産合計（有形固定資産を除く）） 778,233 23.9 819,722 24.8 428,267 12.9

（参考：負債－資産＝公社全体の留保分） -20,656 -0.6 -20,710 -0.6 -20,806 -0.6

連結実質赤字額 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0
一般会計 64,974 2.0 119,697 3.6 145,360 4.4

国民健康保険事業特別会計 122,371 3.8 153,161 4.6 148,461 4.5

介護保険事業特別会計 58,703 1.8 95,480 2.9 68,628 2.1

後期高齢者医療保険事業特別会計 8,184 0.3 11,237 0.3 7,531 0.2

水道事業会計 382,631 11.7 429,106 13.0 454,896 13.7

下水道事業特別会計 3,090 0.1 10,321 0.3 13,748 0.4

（参考：実質収支の計） 639,953 19.6 819,002 24.8 838,624 25.2

負債から資産（有形固定資産を除く）を差
し引いた額が０以下の場合は０

平成27年度（千円、％）

特別会計に対して繰り出すべき額
※過去3ヵ年の繰り出し実績をもとに、平
均の負担率を算出

３月末時点で退職した場合の退職手当支
給予定額に係る負担見込額

一部事務組合等が起こした地方債の償
還に対して負担すべき額

設立法人の負債額等負担見込額

平成28年度（千円、％）

債務負担行為に基づく支出予定額

平成29年度（千円、％）

連結実質赤字額が０以下の場合は０
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項　目 平成27年度 分母比 平成28年度 分母比 平成29年度 分母比 対前年度 左の内訳等
0 0.0 0 0.0 0 0.0 0

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％） （千円） 乙訓環境衛生組合 24,036 0.7 20,332 0.6 31,813 1.0

乙訓福祉施設事務組合 16,344 0.5 13,404 0.4 7,866 0.2

乙訓消防組合 25,592 0.8 19,575 0.6 12,741 0.4

京都府自治会館管理組合 12,967 0.4 12,255 0.4 13,940 0.4

京都府市町村職員退職手当組合 468,498 14.4 637,990 19.3 963,847 29.0

京都府後期高齢者医療広域連合 15,192,771 465.7 12,463,502 377.6 10,840,757 326.3

桂川・小畑川水防事務組合 2,194 0.1 2,947 0.1 2,703 0.1

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合 2,051 0.1 1,990 0.1 1,929 0.1

京都地方税機構 350 0.0 827 0.0 1,010 0.0

（参考：構成団体全体における実質収支の計） 15,744,803 482.6 13,172,822 399.1 11,876,606 357.5

将来負担額　Ａ 7,452,123 222.7 7,698,289 233.2 8,619,299 261.1 921,010

充当可能財源等
充当可能基金 557,427 16.7 503,016 15.2 719,787 21.7 216,771

財政調整基金 378,302 11.6 318,977 9.7 319,170 9.6

減債基金 635 0.0 635 0.0 150,636 4.5

公共施設整備基金 61,662 1.9 61,521 1.9 66,399 2.0

社会福祉事業基金 23,668 0.7 23,680 0.7 23,687 0.7

緑の保全基金 13,408 0.4 12,136 0.4 9,779 0.3

国民健康保険財政調整基金 20,808 24.6 20,818 0.6 20,824 0.6

国民健康保険出産費資金貸付基金 1,005 55.4 1,005 0.0 1,005 0.0

介護保険給付費基金 46,812 2.6 46,835 1.4 105,232 3.2

水資源保全基金 2,158 2.6 1,736 0.1 1,865 0.1

自転車駐車場等基金 8,969 0.3 15,673 0.5 21,190 0.6

充当可能特定歳入 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0
うち都市計画税（大山崎町は該当なし） 0 0.0 0 0.0 0 0.0

5,246,641 156.8 5,415,847 164.1 5,964,869 179.6 549,022

充当可能財源等　Ｂ 5,804,068 173.4 5,918,863 179.3 6,684,656 201.2 765,793

分子＝Ａ－Ｂ 1,648,055 49.2 1,779,426 53.9 1,934,643 58.2 155,217

標準財政規模　Ｃ 3,768,665 112.6 3,730,165 113.0 3,747,734 112.8 17,569 ※　臨時財政対策債発行可能額を含む

算入公債費等の額　Ｄ 421,941 12.6 429,257 13.0 425,805 12.8 ▲ 3,452 ※　国が普通交付税で負担した額

分母＝Ｃ－Ｄ 3,346,724 100.0 3,300,908 100.0 3,321,929 100.0 21,021

49.2 53.9 58.2 4.3 （％）

組合等連結実質赤字額負担見込額

平成28年度（千円、％）平成27年度（千円、％） 平成29年度（千円、％）

④将来負担比率：（Ａ－Ｂ）/（Ｃ－Ｄ）

基準財政需要額算入見込額
※国が普通交付税で今後負担すべき額

連結実質赤字額が０以下の場合は０
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